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計算構造の検討
　“Asset　Accounting”1952でペイトソは、取替原価（RC）に強く関心を示し、それを採用する計算
方法を打ち出している。一方ではrFIFOとLIFOのメリットを結合する手続の開発」　（“Asset　’
Accounting”（P・90）以下ページ数だけで示す）からもたらされるものとしての棚卸資産会計領域での
RCの採用を示し、他方「記録ドル原価に基づく減価償却よりも一般に真の競争原価に対するよりよい
尺度（abetter　gauge　of　t面e　competitive　cost）（P・324）」や「原価とは経済的量（economic　quantum）
つまりある対象物に投下もしくは消費された購買力量（the　amount　of　purchasing　Power　committed
or　expended　for　some　object）である（P・316）。」という基本姿勢の上に立脚した固定資産領域での
RCの採用を示している。本論文では、前者つまり棚卸資産領域でのRCに基づく計算構造に対する
議論ならびに’52年の“Asset　Accountig”全体を通じてのペイソト時価論の位置づけに関する論述を
別の機会にゆだねるとして特に固定資産領域におけるRCに基づく計算構造を検討することにした
い。ちなみに、ペイトンは、RCの採用に対して棚卸資産領域では消極的態度を示している。「取替
原価が帳簿価格を実質的に上回るか下回るかのいずれかの場合、状態報告書での原価数値の使用は
明らかに誤解に導くような流動資産ならびに純運転資本の表示結果をもたらすCP・89）」と述べ期末資産
数値にRC導入を示唆しながら他方、価格変動によってもたらされた差額について「価格付けに取替
原価を使用することは計算書及び報告書において価格の下落もしくは騰貴によって表現される未実現
損失・利得をもたらすことは事実である（P・89）。」としている。そして低価主義について「低価主義の
採用は価格が下落した時の取替原価を認識するものであるが価格が上昇した場合の認識を回避してい
る。それは取替原価に対する一貫した採用に伝統的な反対が起こっていることに結びついている。会
計士は長く発生未実現損夫に対する望ましさを提唱するものの一般に未実現利益の記入に対し一一何
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か不合理に一反対してきた（P・89）。」と述べ批判的態度をとっている。しかしここでペイトソは棚卸
資産に対してRCの「一貫した採用」をとることよりもむしろ「記録原価」の方を基本に置く論述
をしている。つまり「大部分の取引企業にとってまたほとんどいつでも現在購入価格は特に原価が
FIFOで評価されている場合、棚卸資産評価の尺度として記録原価よりもいっそうすく・れているもの
ではない。通常棚卸日現在での近似取替原価が基準原材料及び貯蔵品に対し大きな困難もなしに決定
せられ得る。疑いもなくこのような原価は使用可能な在庫を利用する際に経営者によって勘酌される
べきである。しかしここでも最新購入原価に基づく棚卸資産評価は回転がおそく価格変動が顕著な状
況を除けぽ取替原価に対する代替として受け入れらる。……棚卸資産を原価主義の形で固執すること
及びその結果として売上原価を計算することは、状態報告書上に見積取替原価を挿入的一もしくは
脚注一に表示することをさまたげるものではない（P・89・go♪。」と述べ棚卸資産領域に関してはRC導
入に消極的であるのに対しこれから問題にする固定資産領域では積極的にRC採用に取組んでいるの
である。
1　Asset　Accounti皿gでのRCについての論述
ペイトンは一般物価指数と個別価格指数との関係をとりあげており（P・322‘v324）これをこの節の出発点
としたい。
i（・）支出・れた・・レ1（・）修正・れた・ル1（・）取替原価1（・）（・）一（・）の超顯
設　備　原　価 1，000，000 2，000，000 2，500，000 500，000
発生減価償却費 200，000 400，000 500，000 100，000
純　　残　　高 800，000 1，600，000 2，000，000 400，000
　上記の仮定のように一般物価指数と個別価格指数とを用いることによってその差額分析を試みてい
る。問題となるのは（1）と（2）の差額800，000ドルと（2）と（3）の差額400，000ドルに対するアプローチであ
る。前者については「増価（appreciation）の認識をもって再評価を反映している（P・324）」とか「投下
された留保資本（remaining　capital）に対して新しい測定単位の採用を反映したもの（P・324）」と表現
し、後者については、「真の増大（genuine　enchancement）（P・324）」とか「資産と持分の両方の再評価
増（P・324）」という表現をしている。つまり「……第2の基準に対する勘定修正はこの例において増加
の認識をもって再評価を反映している。第3欄での帳癖数値の純修正は1，200，000ドル（2，000，000－
800，000）であるが、この額のうち400，000ドルは一第4欄で示されている一真の増大を示してい
る。換言するとこの基準に基づく総修正のうち800，000ドルは投下された留保資本に対して新しい測
定単位の採用を反映したもので残高としての400，000ドルは一時価による一資産と持分の両方の
再評価増を示している（P・324）。」と述ぺている。ここで私は一般物価変動会計と個別価格変動会計とを
比較議論するものではない。しかしながらペイトソ自身もたとだぼ’52年の“Asset　Accounting”で
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は後述するようにRCに着目しそれを基盤とした計算構造を構想していながら’55年“Corporation
Accounts　and　Statements”の第19章「統一ドル会計報告」（uniform　dollar　reporting）において
は、その内容は・51年AAAサプルメソタリーステイトメント第2号に従い統一ドル＝歴史的原価の一
般物価指数による修正表示報告として一般物価指数をとりあげるなどまさに変化にとんでいる。この
ような問題は単に計算の相違にあるのではなく計算構造の基礎的概念さらには会計と社会経済的背景
との関連にまで及んで考えるべく問題であって、したがってペイトソ理論をその時代の流れの中で理
解していくには、アメリカ財務会計の歴史的経済的発展との特質との関連で把握していかねぽならな
いのである。かくして問題は拡大していくであろうが、本文ではAsset　AccountingにおけるRCと
固定資産との関係ならびに適用としてとりあげていきたい。ペイトンは上記例で修正原価とRCとの
異なった尺度をもって測定することによる結果を説明しており、その差額に対して「増価」とか「増
大」とかの意味を付与しているのであるが、ここでの分割化された利益もしくは縮小化された利益の
もつ意味がそれぞれの有する計算構造の基礎的概念との関連において不明瞭な表現となってしまって
いると述べても過言ではないように思われる。
　さてペイトソはRCを固定資産に強く関連づけている。つまり‘Significance　of　Replacement　Cost’
の項目で次のように述ぺている。「多分、取替原価は、経営者及び償却資産の所有者にとって全体に
わたる価格水準の変動の点から修正される原始ドル原価よりもいっそう重要性をもっている・これら
の当事者は特に彼らが所有し運営する特定資産の状態を変動させる影響に関心をもっている。設備源
資に対する管理において一標準的維持・効果的費消・取替の最適条件などの問題も含めて一彼ら
の主要な関心は、管理されている源資に直接関連している技術的経済的発展についてである。特に重
要なことは競争市場において価格決定の過程で一般に影響力のあるものは以前の発生原価よりもむし
ろ取替原価であるという事実である。これは、たとえぽ原材料や労働力のような現在的要因に対して
もまた真実である。換言すれぽ、取替原価に基づく減価償却費は記録ドル原価に基づく減価償却よ
りも一般に真の競争原価に対するよりよい尺度（abetter　gauge　of　true　competitive　cost）なの
である。特定の市場領域での建物や設備原価の動きを示す特定な指数が全体的経済でのドル価値の変
動を測定する指数よりも何か容易に計算されまた信頼しうるものであるということは重要な点ではな
い（P’324’325）。」　と述べ競争経済の中での経営者及び償却資産の所有者の立場から取替原価の重要性を
説いている。ペイトンは他方においてRCに基づく貸借対照表価格に対して全面的にその価値尺度基
準として支持しているものでもない。「……継続企業を前提とした場合、設備勘定における最も共通
的出発点は取替原価である。評価人は通常、現在価格によって示される構造もしくは取得原価から慎
重な調査及び分析に基づく見積減価償却費を控除する立場をとり、それは経営者・投資家その他の利
害関係者にとって第1に重要である。事実この公式は多年にわたり設備評価に占めていた。……概し
て取替原価に関する力説は不当なものではない。経済的過程における有力な原価は、価格水準を即時
反映するものであり、これは労働力及び原材料の現在原価ばかりでなく設備原価にも有している。し
かしながら今一度次のような警告が発せられるぺきである。つまり減価償却費を控除した取替原価は
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設備価値に対する信頼しうる尺度ではないのである。なぜなら陳腐化、不満足なロケーショソ、まず
い処理あるいはその他の好ましくない状況が同じ方法で再現されないからである（P・360）。」と述べ取替
原価に関してその価値尺度性に対して全面的に支持をしてはいない。取替原価を介在とする取替財と
の価値乖離からもたらされる価値尺度性への疑問としてとらえられる。しかしこのことが取替原価を
自ら放棄する要因となるものではない。取替価値等の考慮にはまさに多くの困難な問題が存するが、
ペイトソは・「重要な取替原価は、最新の有効な方法によって現存生産能力を提供する原価であると
いうことを理解すべきである。このように文字どおり種類別に陳腐化したもしくは半陳腐化した設備
単位を取替えるための原価を見積ることは大きな時間の浪費である。このような見積は、資産の健全
な評価基準を提供するものでも現在営業原価の有効な測定を提供するものでもない。関心事実は現存
資産に示される能力を現代的デザインの機械に取替えるにはいかなるコストがかかるのかということ
である。……同種の取替原価は標準的な最新の設備に限ってのみ使用中の資産の経済的重要性を測定
すべく重要な基準になるのである（P・325）。」と結論している。ここでは取替価値に詳しく触れられない
が、ペイトンの取替は明らかに成長経済下での拡大的発展的志向を基礎にして構築されている。その
背景となる彼の思想は同’52年の“Shirtsleeve　Economics”に求めることができるのではないかと考え
ている。（この書物は彼の会計学者にして経済学者でもある性格をまさに示している書物であり、これ
は単なる経済学書ではないことは言うまでもなく、アメリカ会計学界の大御所的人物であるペイトン
の企業観を知る上でさらには彼の会計学に対する学問的基礎的性格を理解する上に非常に興味深い異
色な書物であると言える。また“Asset　Accounting”の中の特に固定資産とRCとの関連において、つ
まり企業維持計算に対する彼の構想の背景としてこの書物は注目に値するものと言わねぽならない。）
　さてペィトンは、RCの重要性を主張するのだが、いっそう体系的に理解するために、一方では原
価概念に関する論述を、他方その費用化の論理としての減価償却観を概観する必要がある。今後の展
開としてまず“Asset　Accounting’曾こおいていかなる原価概念が底流しているのかということを、次
に同著におけるペイトンの減価償却観一設備資産の費用化論理一はいかなるものかという点を追
求してみたい。そして両者の関連からいかなる論理的整合性を見い出すことができるのかということ
が特に設備資産と取替原価との関係さらには資本維持観に対する重要なカギとなると考えられるので
ある。
2　Asset　Accountingにおける原価概念
　ペイトンは購買力及びその変動性に目を向けると同時に取得原価に基づく記録数値を「こった煮」
（ahodgepodge）と表現しながらその特性を指摘し批判的見解を示している。「ドルの価値つまり価
格水準に反映される購買力は変動値である。大きな価格変動期においてこのような価値は2、3年後
にはかなり減少もしくは増大するかもしれない。このことは、固定的測定尺度の仮定に基づく会計手
続から生ずる資料が、財政状態か収益力のいずれかの表現として本来的限界を受けていることを意味
している（P・313）。」と述べた後でその問題の深さを次のように示している。「測定単位の安定性欠除に
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よって起こる問題は、設備及び減価償却会計に限るものではない。変動ドルは企業の記録・報告領域
を通じて諸困難を生み出す。購買力の大きな減少をたとえば銀行預金の所有者やその他のドル請求権
所有者はこうむるかもしれない。そして慣習的会計手続は、かく変動を開示・測定する手段として全
く失敗に終っている。現金及び債権を示す勘定は、それらが手許ドル額もしくは受取られるドル額を
連続的に反映するという意味から正しい。しかしそれらは当該資産に示される経済力水準の減退・上
昇（ebb　and　flow）を照らし出すに至らしめない（P・313）。」ペイトソはこのような考えを基盤として非
貨幣性資産一特に物的資産の場合一に着眼し問題を浮き彫りにしていこうとするのである。「物
的資産の場合いっそう重大な困難が価格変動からもたらされる。ドル請求権を示す諸勘定は現行の受
取・支払ドルを表示する一まさに指示されたものとしての一義徳を有しており、それ自体広くい
き渡っている測定単位によって財政状態を報告すべく意図された報告書において何ら修正を必要とす
るものではない。非貨幣性資産の場合には状況は全く異なる。通常、諸勘定は取得日に現存する源資
の原価もしくは価値から発生費消分を控除したものを表示している。顕著な例として設備勘定は異時
点で相当な期間にわたり、いろいろな価格水準時点で取得された多くの財産単位の取得価格の混合物
（acompos三te）である。このことは時の経過につれて記録残高が所有資産の現在の経済的重要性を表
示するものでもなく、また未費消原価の一現在のもしくはその他の種のドルのいつれかの見地か
ら一正確な報告書として役立つものではないというこった煮（ahodgepodge）となってしまってい
ることを意味している。最近の時価変動においてこのことは多くの会社の設備勘定にまさに生じてい
るのであって記録に現われる資料はもはや源資測定としてあるいは減価償却費の計算基準として妥当
なものではない。ある場合には疑いもなく記録数値は会計が貢献すべく支持される目的に対し現在価
格水準にほとんど関係をもたないために全く誤解に導くものである（P・314～。」ここで彼は記録数値を購
買力、所有資産の現在経済的重要性、未費消原価に対する現在的数値という視点から妥当なものでは
ないとしているが、それでは資産数値とはいかなるものかについてもう少し彼の論述を眺めることに
したい。「『原価と』は単なる紙上の数値ではない。原価とは経済的量（economic　quantum）つまり
ある対象物に投下もしくは消費された購買力量（the　amount　of　purchasing　Power　committed　or
expended　for　some　object）である。そしてこれは経営決定もしくは財務判断の基準として本質もし
くは重要性をもつ唯一の原価概念である。会計士はこの肝心な点を見落しがちであり彼の記録データ
は貨幣単位に何が起ころうともそれにかかわらず実際原価の記載として妥当性をとどめていると考え
る傾向にある。修正や説明なくしては会計数値は、それらが意味している提示原価を表現しないとい
うことは事実である（P・316）。」と述べている。ここで理解しうることは、原価＝購買力量という概念で
ある。したがってここでの原価は一取得時には一致したとしても一取得原価から離脱し、むしろ
取替原価等を包括した意味での原価であると理解せねぽならない。貸借対照表上の資産数値のもつ意
味は、その目的・機能をもってまさに意味をもつのであってそれは決してこれであると限定しうる性
質のものではない1）。’52年の購買力概念に至るまでにもペイトンは原価概念ならびに貸借対照表数値
の含蓄に関して変化しており、このことはまさにそのような性質を裏づけていると考えてもよい。現に
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多くの学者がその分析を試みているのだが、彼のこの変遷こそ会計学に対してもつ私の興味をいっそ
うかきたてるものがあった。ここでは紙幅の都合上簡単に’41年以降のペイトンの論述を抽出してみ
たい。「貸借対照表は、企業の資産と持分という会計の根本的分類を示す。それは複記式システムの枠
組としての総勘定元帳のマスター勘定と考えられる。表示目的にとっていっそう重要なことは、貸借
対照表は会計士によって特定時点、通常は定期的な会計期末に開示される限りにおいて企業の状況も
しくは状態（standing　or　condition）を示すことである。」（“Advan㏄d　Accounting・（P・45））と述べさ
らに貸借対照表の限界として「資産側に関するいくつかの重要項目に付着する『価値』は利益決定の
過程の中での固有な方法・政策に著しく依存しているという事実は重要である。このことはある報告
残高が即時実現可能源資（immediately　realizable　resources）としてよりも未費消原価要素（unexpired
COSt　element）としていっそう適切に理解されることを意味している。」（前掲書（P・6））と述べている
ことからも容易に知りうるようにここでは貸借対照表の役割は企業の状態報告であるとしながらもそ
こでの資産数値は未費消原価であることを利益決定の側からの要請として位置づけていることは当時
のペイトンの原価概念を理解する上で重要かつ注目すべき点である。（なお、ペィトンの取得原価主義
論者としての最も代表的かつ著名な書物として1940年の・An　Introduction　to　Corporate　Accounting
Standards”はあまりにも有名であるが、そこでの原価概念についての議論はとりあげないことにす
る。）
　これに対して・たとえぽ’46年の℃ost　And　Value　In　Accounting’（J　of　A．　March）では原価を
値との関連から次のように述べている。「原価と価値は対立するものでもないし相互に排他的用語で
価もない・取得日においては原価と価値は少なくとも大部分の取引の場合、同一である。支払手段
が現金以外の財産である場合、取得資産原価はその他の財産の公正な時価によって測定される。事
実・原価は取得日における時価にほぼ等しい故になによりもまして重要なのである。原価は支払額を
示す故に基本的に重要なのではない。最近、会計においての原価アプローチと価値アプローチとの間
の著しい相違に過度にこだわる傾向がある。原価は一般に取得日における価値（価値の最良な有用証
拠）を表現するものであり、原価は必ずしもそれ以降の日における価値を示すものではない。会計に
おける問題はもっぽら原価数値がどのように処理されるべきかまたそれらが変動する状態からみてい
つ及びどのように修正すべきであるかという疑問にある2）」　と述べていることからペイトンはvalue
という視点から貸借対照表資産の記録数値の修正を支持するようになっている。しかしここで注意す
べき点は貸借対照表資産の期末数値修正はvalue視点からの支持であって、先の論理と区別すべきこ
とは、かく数値を何ら利益決定の視点を中心としたアプローチではないということである。つまり費
用動態論としての未費消原価としての側面とは違ったいわば期末時点での価値表示機能に重点を置い
たアプローチ℃あると言える。ここでのvalue概念についていくらかの不明瞭な点もゆがめないが、む
しろ原価を投下額とではなくvalveとの結合としての重要性をうたう限りにおいてactual　costからの
離脱は必然的な帰結となる。次にペイトソは1950年の‘Measuring　Profit　Under　lnflation　Conditions：
ASerious　Problem　For　Accounting’（J　of　A．　January）では「……原価は経済的尺度・価値であ
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る。原価は発生した経済的犠牲もしくは費消・投下経済力の量（an　amo皿t　of　economic　sacrifice
incurred，　or　economic　force　expended　or　committed）である。原価が発生した時点においては勘
定に記録された数値は妥当である。もし読者が現在価格及び測定単位によって考察していると仮定す
るならぽ貨幣価値変動とともにそれは経済力の表現として不当なものになってしまう3）」と原価を特
に経済力と結合している点が示されている。
　かくして’52年の書物に至るのであるが、’52年のペイトソの原価慨念としての「購買力の量」概念
は、利益決定の視点と資産評価論的視点との両面に視点を置きながらRCを中心として具体的な仕訳・
計算例をもって説明している。ペィトンのこのような立場は以前からの胎動があったのであり、資産
評価とエクイティ側の修正との関係は今に初まったものではない4）。この変遷は詳説できないがたと
えぽ、市村教授は、ペィトンは損益計算書と貸借対照表との統一の過程を常に追求しつづけてきたと
指摘している5）。’52年の書物にもこの姿を見ることができるのである。この点の論理を深めるために
ペィトンの資産原価配分の論理としての減価償却観を通して理解してゆきたいと考える。
3　ペイントの減価償却観
　ペィトンの減価償却観については’52年に大きく変化してはいない。たとえば次の‘Meaning　of
Depreciation’（P・236）ならびに‘Significance　of　Depreciation　Accounting’（P’259°260）の節の文章は’41年の
“Advanced　Accounting”（P・256・271）と同じである。　rr滅価償却』という用語は、最も重要な利用方法と
して、営業過程における建物や設備の原価（or価値）の費消を示している。物的変化は全体的にも部
分的にも経済的消滅が原因となっているけれども減価償却は衰退低下という純粋な物理的過程と混同
されるべきではない。」と原価（or価値）の費消と物理的変化過程との区別を示しさらに減価償却会計
の目的を次のよう’に述べている。「……減価償却は通常の営業費のような『流出する』費用（“out－of・
pocket”cost）とはきわめて対照的に仮定的、何か恣意的な項目であると主張される。発生減価償却
は実際の支出に基づいておらず純粋に見積事項であり収益チャージとして疑わしい状態をもってい
る。減価償却費はr単なる帳簿記入』（“mere　book　entries”）であると言われる。……減価償却会計
と取替政策とを混同する一会計士も免れていない一一般的傾向もある。多くの人々が考えている
ように思われるのだが、減価償却を認識する本質的目的は、設備資産の更新のための資金を蓄積する
ことであると……」と述べた後でペイトソは減価償却に関して次の2点を強調している。「……かく
状況をかんがみるに、まず第1に強調される必要なことがある。減価償却は・その他の種類の営業費
とは基本的に異なってはいないどいうことである。……労働や原材料に頬する支出は毎日・毎月の
基準に基づいて行なわれるのに比して設備原価は一気に数年間の前払で生じたというだけのことであ
る。誰もこの点は誤解のないように。設備原価は実際原価であり、その額によって減価償却は完全に
正当な営業費である。……第2に減価償却の認識は、取替の問題と本質的関係を有しない。減価償却
会計の目的は、設備原価を（減価償却範囲で）営業費に配分することでありそれ故、秩序正しく合理的
方法で収益にあてることである。」ペイトンの減価償却観の基本的立場は、原価配分の論理にありそ
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こでは取替のための費用計上という考えは排除される。それでは、減価償却の取替資金否定説に関す
るペイトンの論述のいま1つを引用してみよう。「取替原価基準の提唱者によってしぼしぽ議論され
る点は、歴史的原価で計算された減価償却費は現行のより騰貴した価格での設備のr取替のための準
備をしない』ということである。私にはこの観点は誇張されすぎてきたように思われる。第1に減価
償却会計の本質的目的が『資金準備』にあると結論するのは非論理的である。減価償却費計上の目的
は、営業で使用された設備資産原価が純利益決定の際の1つの手段としていろいろな構成要素からな
る耐用年数中に生ずる収益に組織的にチャージされることにある。費用計算ならびに原価の期間収益
への配分行為は何も準備するものではない。……第2に……修正反対者たちは、取替が要求される時
の特定の状況を知ることや取替原価がどれ程か知り得ないことを指摘する。また彼らは技術的・経済
的状況をともない現存設備が同種のものがあるとしても取替られない可能性もしくは見込さえ常に存
在する事実に着眼する。彼らは長期間に及ぶ特定の現金資金蓄積方法における実際的困難にも言及す
るであろう。」（‘Depreciation　And　The　Price　Level．　A　Symposium’，　AR．，　April，1948．（P・120））と減
価償却の目的は取替のための資金蓄積にあるのではなく適正なる期間成績の表示のための設備資産原
価の配分にあるとしている。
　このようにペイトンは減価償却と取替政策の区別を強調する一方で、他方においてRCの実質的メ
リットとして多くの可能性を秘めていることから、RCを高く評価Lている。つまり「取替原価減価
償却ケースは実質的メリットを有していると仮定するならぽ、それらが技術的複雑性及びその他の困
難をかかえながらも何が遂行されうるのか」（前掲論文（P122））と問うた後で「多くの可能性が存在し
ている」として彼は特に3つの可能性を説明している。（前掲論文（P・122・123））
　1　footnote　and　memorandum　procedure→very　helpful　to　show　with　informal　calculation
　2　“compromise　approach”→all　the　conventional　data　are　retained　and　the　effects　of　replace．
　　ment－cost　depreciation　are　likewise　disclosed
　3　“frest　start”→permanent“freezing”（possibly　by　formal　capitalization　of　the　credit）
　このようにしてみると取替資金蓄積が目的ではなく適正なる期間成績表示のための費用配分を目的
とするペイトソの前述の減価償却観と先の原価概念としての購買力概念ひいては資本維持観との関連
はどう把握されるであろうか。そこで次に資本維持との関連から減価償却に関する論述に視点を向け
てみたい。ここでは‘Alternative　Concepts　of　Plant　Capital’ならびに、‘Adjusted　Depreciation　and
Capital　Maintenance’の節を中心にとりあげることにする。「インフレ状況下での設備原価及び期間
減価償却に対する適当な計算を何が成立させているのかという疑問は、勿論その目的に依存してい
る。一般に認められているように会計の目的は、経営者、所有者、その他の利害関係者に：有用な情報
を提供することである。……資本の保護に基づく減価償却会計の趣旨は長く強調されてきており、し
たがって設備資産に具体化されるr資本』によって何が意味されるのかという問題を考えることは有
益であろう（P・321）。」と述ぺて次のように2つの対立する見解を説明している。「1つは変動する購買
力とは関係なく投下された法律上の貨幣総額に焦点を固定するものである。このことは本質的には記
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録された資料の修正に反対する人々によって採用される設備資本の定義である。この見地では設備に
投下された貨幣は、貯蓄銀行に預けられている貨幣や政府債権に投資されている貨幣とほぼ同一的立
場にあるものとして扱われる。設備の所有者は、かく資産に一定の貨幣量を投下し、その後の彼の関
心はこの貨幣量の記録とそれらが生産にチャージされかつその他処分される方法に限定される。この
見解によると、経営者及び所有者にとって重要な問題となり、したがって会計士に関係のあるものは、
支出された貨幣量（the　number　of　dollars　expended）ならびにこの貨幣量を収益に適用すること
（application　of　this　number　of　dollars　to　revenues）である。この立場は、税目的のための適当な控除
額が一原則として現行規定の下では一支出された貨幣量に基づくという事実を支持するところに
みられる。配当のための法的に有効な収益計算は一少なくともいくらかの裁判所において一課税
利益を決定する際に一般に事実上控除の概念に基づくという事実も存在する。換言すれぽ会計士にと
ってたとえそのような資料がいくつかの限界を持つとしても設備に投下された貨幣量を勘定につけて
おくことが依然として必要である（P・321）。」と名目資本維持計算を述べ第2の見解として次の考えを示
している。「設備資産のこの見解に対する主要な反対は管理と説明の領域（the　area　of　administration
and　interpretation）にみられる。現実に建物は、単に支出された法律上の貨幣の総計ではない。それは
物質的機能的な源資であり経営者及び投資家によってそのように考えられるべきものである（P・322）。」
つまりたとえぽ建物を買ったとすると建物は危険な契約を示すものであって保障された投資ではない
と言うのである。「……したがって．所有者はそれに従って行動すべきである。投資家の観点からまた
投資家群の観点から建物は広く行き渡った状況及び予測の下に用役提供能力capacity　to　serveに
したがって管理されるべきである（P・322）。」
　かくしてペイトンは、「議論された代替的アプローチは建物及びその他の設備資産を企業にゆだね
られた購買力と見るものであり、このアプローチに対する支持はまさに指摘された投下貨幣量概念
（the　number－of・dollars　invested　concept）に対立するものと考えられる。価格変動に直面した場
合、原始投下貨幣量はもし設備投資額、減価償却費、収益力が正確に現在ドルで測定されうるならぽ
現在ドルに修正されなけれぽならない。」と結んでいることから『管理と説明の領域』での現在ドル
への修正の必要性を強調している。ここでは、しぽしぽアメリカ会計学者の主張するようなサービス
ポテンシャルからあアプローチの強調とその活用領域は『管理と説明の領域』に位置づけていること
に注視したい。彼は取替原価を先の「原価＝購買力概念」からあるいはここでの用役提供能力のいつれ
からより直接的に導出されるものであるかは議論していないが、両者が排他的にあるのではなくむし
ろ相互に密接に関連をもたせていると考えられるであろう。しかし取替原価と購買力概念もしくは
用役提供能力との関連に対するいっそうの議論が残されていると言わざるを得ない。たとえぽ取得原
価をささえるものとしての未費消原価概念のように取替原価をささえる原価概念が購買力という一見
明瞭であるかのようで実は不明瞭なものとなってしまっていると言わざるを得ないのではないだろう
か。取替の問題を無視してRCがあり得るのか、また購買力とRC（もしくは現在原価）さらには取替
の問題とはいかなる関連においてとらえているのか、さらにRCとカレソトコスト（現在原価）を使
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いわけているが両者の関係に対する議論も残されている。さらに資産原価配分という考え方とRCに
よる減価償却をいかなる意味をもって結合しているかの点が明確に確立されなければ、それはRCに
よる減価償却をささえる論理的基盤とならないであろう。
　さて、かくして減価償却会計での基本理念としての適正なる原価配分概念と原価概念としての購買
力概念ひいては資本維持との整合性について解釈が与えられる必要が生じてくる。井上教授はこの点
について次のように理解している6）。「われわれは第三期におけるペイトンの減価償却の論述において
とりわけ1950年代にいたり資本形成との関連で減価償却が論述される点に留意すべきである。取得原
価による減価償却は資本形成を阻害する。このことの意味は、……設備に投入された資本の維持を
不可能とするからにほかならなかった。ここにわれわれは企業資本維持の思考をみいだしうるのであ
る。……ペイトソは取替資金説を厳格に批判した。しかるにここにおいて資本維持の観点が主張され
た。このことは矛盾すると理解されるべきであろうか。われわれは否とする必要がある。すなわちこ
のことは減価償却が目的とするところは適正なる経営活動表示としてこの適正なる費用配分である。
この適正なる経営活動表示によって結果として企業資本維持が達成せられる。したがってそのさいの
減価償却は結果として資本維持の機能を有するにいたるのであって、決して目的としてそれを有する
とするのではないとの主張と理解されえよう。かくしてこそ取替資金準備を目的としないとされる点
が明白とされるのである。……換言すれぽ経営活動の跡づけ重視は減価償却の目的に関連し、資本維
持は機能に関連するのである。」と述べ目的一機能という論理的整合性をもってペイトソ理論を理
解している。この理解はまさにペイトソ理論を総括的・統合的にみた場合に適確な解釈であると考え
られる。しかしながらこのような基盤をふまえた後で実際にペイトソが取替原価を適用して構築した
計算構造を見るに終局的には目的一機能の論理に合致したものではない、いわぽ単純な計算に終始
していると言わざるを得ないものとなってしまっている。
　4　Asset　A㏄ountingの中でのRCに基づく計算構造國　　”　　　　　　t”
　　　Adjusted　Depreciatin（P・326”’328）
年劇取替原圃減価償却州累積総計
1 ＄110，000 ＄11，000 ＄11，000
2 120，000 12，000 23，000
3 130，000 13，000 36，000
4 140，000 14，000 50，000
5 150，000 15，000 65，000
6 160，000 16，000 81，000
7 170，000 17・009 98，000
8 180，000 18，000 116，000
9 190，000 19，000 135，000
10 200，000 20，000 155，000
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　（例1）　取得原価100，000ドル　耐用年数10年　残存価値0
　　　　　毎年10％つつ価格騰貴、定額法による償却
　これによれぽ留保額は155，000ドルとなり、新設備取替のためには45，000ドル不足する。このこ
とは取替原価による減価債却費計算は自動的に取替問題を解決するものではないことを明確化してい
る。
　（例2）
　もし上記のケースで取替的での取替原価と等しくするならぽ次のようになる。
年　度 ［取替原価 1減価償却費陳積総計
1 ＄110，000 ＄11，000．00 ＄11，000．00
2 120，000 12，111．11 23，111．11
3 130，000 13，361．11 36，472．22
4 140，000 14，789．68 51，261．90
5 150，000 16，456．35 67，718．25
6 160，000 18，456．35 86，174．60
7 170，000 20，956．35 107，130．95
8 180，000 24，289．68 131，420．63
9 190，000 29，289．68 160，710．31
10 200，000 39，289．69 200，000．00
　この方法では勿論、償却累積額＝取替時の取替原価となるが、このような配分は真のカレントコスト
を与えるものではないとして後者（例2）では過年度増加分負担による当該減価償却費が不当に増加
せられることからペイトンはむしろ前者を支持している。このことは先にペイトンが減価償却を取替
資金のための方法ではないとする主張にまさに合致するのであり同時に各営業年度における適正なる
経営成績の報告に重点を置いている立場からも前者（例1）への支持はもっともな主張であろう。
　さて、それでは“Asset　Accounting”におけるRCの固定資産への適用例を仕訳・計算例によって
簡潔に眺めることにする。
　Compromise　Procedure（折衷法・妥協法とも呼ぽれる（P338－343））
　〔例〕取得原価100，000ドル、耐用年数20年、残存価格0
　　　　現在までの使用期間5年、定額法による償却累計25，000ドル、取替原価250，000ドル、耐用
　　　　年数変更なし、定額法による償却、カレソトコストに基づき処理。
（仕訳）
　建物一時価への修正額　　150，000／建物一減価償却引当金（修正額）　37，500
　　　　　　　　　　　　　　　　株主持分一未吸収の設備修正額　　112，500
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（仕訳）……留保利益の凍結
　留保利益　　37，500／留保利益一設備原価に吸収された増加分37，500をカバーするた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め留保される
（仕訳）
　減価償却費　　　　　12，500／建物一減価償却引当金（取得原価分）　5，000
　　　　　　　　　　　　　　　　建物一減価償却引当金（修正分）　　7，500
　次の段階は、このような減価償却費が当該損益計算書に入っていくのを追跡することである。いま
会社の収入総額が500，000ドルで減価償却を含む総費用が465，000ドルであると仮定しよう。さらに当
期減価償却費のいかなる部分も棚卸資産その他資産に配分されていないとしよう。つまり減価償却費
である12，500ドルは全額費用に含まれている。損益勘定を締切り利益額を示すための仕訳は、
　　　損益　35，000／　利益　35，000
　この点において折衷法の特徴が明らかになる。35，000ドルの純利益を算定する際に12，500ドルの減
価償却費が計上されたのである。もし修正がなされなかったならぽ、このような費用は帳簿原価基準
にもとついて計上される償却費を7，500ドル超過することになる。（12，500～5，000）換言すれぽもし
建物勘定が再評価されなかったならば、減価償却費はわずか5，000ドルであり、純利益は42，500ドル
（35，000＋7，500）となったであろう。従って両測定を損益勘定に示すために当期減価償却費において
7，500ドルに吸収された建物原価の増加額は以下の仕訳で利益に貸記される。
（仕訳）
　株主持分一未吸収建物修正額7，500／利　　益　7，500
（仕訳）
　利益42，500／留保利益42，500
　したがって利益として開示された額はleagaliStiCかつCOnVentiOnalな基準に復元されるものであ
りこの点において減価償却費の修正結果は、もとにもどされたのである。しかしながら、かく手続が
無意味なものとなるわけではない。なぜならぽ営業費用は、減価償却費が配分されるすべての各期に
また費用の全計算においるはっきりとカレシト基準に基づいて示されているからである。さらに当該
損益計算書を作成する際に以下に示される配列によって代替的利益算定（修正前と修正後の2種類の
利益）がもたらされうるのである。
　　　　　　　　損益計算書
　売上及びその他の収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500，000
　費用・税金・その他（現在基準に基づく減価償却費を12，500含む）　465，000
　　　　　　　　糸屯　　　禾U　　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35，000
　当該年度費用に吸収された建物原価の増加　　　　　　　　　　　　7，500
　　　　　　　　未修正純利益　　　　　　　　　　　　　　42，500
　最後の段階は24，500の総額が修正された純利益を超過する額（つまり42，500－35，000＝7，500ぐ・・・建
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物原価の再評価による減価償却費の増加額）に対する留保利益の凍結である。
（仕訳）
　留　保　利　益　　　　　7，500／留保利益一建物原価に吸収された増加分7，500をカパーするた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めに留保される
　（…and　in　effect　informally　capitalized　in　a　special　account）
　これに対して、建物原価及び減価償却の計算に対し誠心誠意に（Wholeheartedly）カレント基準を
受け入れることが望まれるであろうとして、かく処理を新出発法（もしくは準更生）と呼んでいる。
　Fresh－Start　Procedure（新出発法）（P・345”347）
　（例）前掲同様
（仕訳）　　　　　　　　　　　（1）
建物一現在原価　　　　250，000／建物一取得原価
　　　　　　　　　　　　　　　　建物一減価償却引当金
　　　　　　　　　　　　　　　　株主持分一資本修正
　（建物勘定及び減価償却引当金勘定を現在原価で再評価）
　　　　　　　　　　　　　　　（2）
留保利益　　 37，500／株主持分一資本修正
　（経過済の建物修正額だけ留保利益を資本化する）
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
減価償却費　　　12，500／建物一減価償却引当金
　（当該年度分の減価償却費計上）
　　　　　　　　　　　　　　　（4）
損益35，000／利益　（損益勘定締切）
　　　　　　　　　　　　　　　（5）
利　　益　　35，000／留保利益
（利益勘定締切）
100，000
37；500
112，500
37，500
12，500
35，000
35，000
この手続によれば利益及び留保利益を旧帳簿価格に修正するという問題は行らないとしてその貸記に
ついて次のように述べている。「この場合の株主持分への貸記は残存耐用年数を通じて増加された減
価償却費に対する相殺としてのまた実現利益への振替えられるような未決算項目ではない。それは企
業の資本へ即時的かつ永久的貸記（immediate　and　permanent　credit）と考えられる。」ペイトン
は同著において損益計算書に限定した修正や貸借対照表に限定した修正そして補足計算書などを説明
しているが、ここでは上記の折衷法と新出発法の二方法に関する論述を中心に議論したい。ペイトソ
は上記二方法について次のように述べている。「……二方法間の主要な相違は設備資産の帳簿価値に
純増加を反映する株主持分への貸記処理の修正という点である。折衷法の下ではこの貸記は未決項目
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（asuspense　item）として処理され減価償却費の期間的増加を設備資産修正からもたらされる収
益と正確に組合わせながら当該資産の残存耐用年数に渡って損益勘定に振替えられる。そして一連の
同額が留保利益一もし数年度を通じて十分な純利益があるならぽ一から区別された利益勘定（an
earmarked　earnings　account）に振替えられる。……他方新出発法は……むしろformal　actionによ
って直接的資本化を与えるものである。……もし折衷法の下での区別された利益がformallyに資本
化されるならぽ一これは望ましくない一各アプローチの最終結果は同じとなる（P・349）。」ペイトソ
はこのように二方法を説明した後にそれではいかにRCに基づく計算を適用していくべきかという段
階に至ってむしろ消極的対場をとっている。つまりペイトンは次のように取替原価基準に基づく計算
の継続を否定しているのである。「異常事態の場合を除き価格変動を表わすべく設備資産原価及び減価
償却費をたびたび修正することは望ましくない。価格変動が小さい場合、これまで議論されてきた性
質の修正は特に含蓄される作業ならびに最もよくいっても多くの会計上の不完全さを考えて実施不可
能である。確かに持続する見込みのある主要な変動が起こった場合のみ再評価rrestatement」が実施さ
れるべきであり、これは重大なインフレーショソとデフレーショソの期間にのみ生起する（P・349・350）。」
と述べ取得原価の取替原価基準による修正は、ある一定の状況下での一定時点での評価として実施さ
れることを表明している。一般にイソフレもしくはデフレという状況は社会経済一般の貨幣価値変動
をとらえるのに対し個別的資産維持にとっては個別価格指数が適用される。一般物価指数が2倍とな
っても当該設備の個別価格指数は、0．5倍となるやも3倍となるやもしれない。企業維持にとっては
後者に視点が置かれるべきであろうがペイトソは再評価の導入動機を個々の取替時価変動にではなく
一一一・ﾊ貨幣購買力の変動に求めていることに取替原価基準計算としての一貫性の欠除が見い出せると同
時にRCと購買力概念との関連が不明瞭に陥っている点でもあると考えられる。
5　計算構造の検討
　本論文では特に4の二方法に対する検討を中心とし、52年のペイトソのRCを基礎に置く全体的な
計算構造観は別の機会にゆだねたい。
　さてペイトソは一方で減価償却の本質は、取替資金蓄積にあるのではなく資産原価の適正なる期間
配分にあるとの立場に立ち、他方このRCを打出した基本的立場として「真の競争原価に対するより
よい尺度」としてのRCに基づく減価償却費を計上せんがための計算構造を論じているのである。し
かして減価償却と取替とを切断して考えねぽならないと述べているが、決算時のRCは、発展的志向
をそなえたRCに触れていることからも取替を反映した数値以外の何物でもない。ここで注意すべき
点は、取替を意図しないRCによる減価償却費計上というならぽそれは次の問題を提起することにな
る。ペイトソは4での折衷法ならびに新出発法で第2番目の37，500ドルの仕訳処理をいかに考えてい
るかである。この点について岡部教授は「過年度の償却費を修正するための仕訳（aノ）（引用者一（借
方）留保利益37，500（貸方）株主持分一資本修正37，500）が新出発法（及び折衷法）の不可欠の手順
に編入されるべきかどうかは看過しえない問題がある。この解釈のいかんによって著しい金額的差異
一132一
が生じうるのみでなく理論的な相違もある程度明確するからである7）。」と述ぺその主要内容となる文
章を引用させていただくと8）
購力買資本維持の見地
o：：：撚1；∵鷲1灘欝∴端
仕‘SU、（。、，）を不必要、す。立場∫：；灘農饗灘離譜蒼蹄
　　　　　　　　　　　　　　1（，）仕訳（。・）は必要でな、、
実物資本維持の見地
仕訳（・・）鞭・す・ V贈囎原価と収益から回収した減価償却辮とを“致せし
仕訳（。、）を不必要、す。立場∫儲鶴袈謙簾鰻購躍膿窪驚
　　　　　　　　　　　　　　t取替資金不足の問題は頬的姓、な、、とす。．
として過年度に帰すべき償却費の修正の解釈の重要性を指摘している。そして続いて「にもかかわら
ずペイトソはこの点について明確に説明していない。けれども彼がこれを『経過した耐用年数に関係
するが過去に生産に賦課されておらずかつまた将来にも合理的に賦課されない（P・340）』修正部分であ
るとのべていることおよびこの仕訳（aノ）の目的は『追加投資によるというよりも収益によって物的資
本と企業の営業規模を維持するという一般的理想を反映することにある（P・341）』とのべていることか
らみて上にのべた二つの見地の両方からこの必要性を考えていると判断して大過ないであろう7）。」と
述べている。確かにペイトソは、ここでその仕訳の必要性を説いているが、これに対してRCの適用
（例1・2）で述べられているように過年度修正に相当する額の計上の不適正を主張しているなどこ
の点における調整的論述及び積極的規定が明確に与えられていない。
　さて設備資産についてRCの基準に基づく減価償却費計算に関して第2の問題点がある。それはペ
イトンが減価償却に関し幾度か明言しているようにその目的は「秩序正しく合理的方法で収益にあて
ること」である。しかし、はたして設備原価（RCをも含めて）を「秩序正しく合理的」に収益と対応さ
せる方法は、その具体化として期末時点のRCに目を向けた4の方法で達成されようか。たとえぽペ
イトンが減価償却を取替のためのものでないことについてエドワーズ＝ベルも「累積額が取替原価と
等しくなるべきだという理論的根拠はない。このような仮定は、減価償却は自動的に取替えのための
資金を用意するという古くさい誤った考え方と関係があると思われる。利益を正確に表示すること
は、取替について経営者が意思決定を行なう際の助けとなるが減価償却費の算定と取替との間には直
接的な関係はほとんどない8）。」と述べておりこの点では立場を同じくしているいるが次、の点でE＆B
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理論の卓越性を指摘しうるのではないだろうか。まず計算構造の基礎ともなる評価差額概念の確立で
ある。E＆B理論においては「カレソト原価償却費が歴史的原価償却費を超過する分は、資産がその
用役を使用することによって実現した原価節約額である8）。」（傍点引用者）と明示しているのに対し
てペイトンはその差額に関する多様な処理法を述べているもののその差額について「処分可能とみな
すことはよい財務管理ではない（P・69）」と述べるが積極的な特質が与えられていなかった。第2には計
算構造の精緻性である。少なくとも収益に適正に原価配分を行なうあるいは合理的に収益に対応させ
るためには、ペイトンの決算時点のRCよりもE＆Bの平均カレソト原価の方が一般的妥当性を有し
ていよう。（E＆B理論については紙幅の関係上省略する）。かくしてペイトソの計算構造はペィトン
自身の減価償却観とは論理的に緻密にかみ合ったものとはなっていない。それはむしろ貸借対照表の
期末期点でのRC表示に重点を置いた理論にすりかえ・られてしまっている感がある。損益計算書と貸
借対照表とをいわぽ期末RCというピンでつなぎ合わせただけの結果に陥ってしまってはいないだろ
うかと疑問が生じても不思議ではない。
　最後に損益計算書上の減価償却費の計上についてたとえば次のようなモデルに分けてみるどとにし
よう。
1．取得原価を基礎にした配分
2．期中における当該設備の平均時価を基礎にした配分
3，決算時点における時価を基礎にした配分
①取替資金の不足
　の考慮はしない
②取替資金の不足
　の考慮をする
　上記1～3はそれ自体ではイソフレが持続するならぽすべて取替は不可能となる。したがって取替
を考慮するか否かによって右側の①と②との組合せによって多くのヶ一スが考えられる。ここにおい
てペイトンのRCに基づく減価償却法は3に該当し右側では①の立場をとっているので3一①という
ケーメに該当することになる。そして左側については、「秩序正しく合理的方法で収益にあてる」と
いう目的からはむしろ2の方が一般的妥当性を有しているという点、右側については、岡部教授が指
摘したように過年度に属する修正分の負担について不明瞭な点があるという問題点を指摘した。
注1）たとえば原価主i義会計での会計数値のもつ意味に関しては罵村剛雄教授の「会計数値の意味」（明大『経
　　　　営論集』25巻1・2合併号）がありまさにこの点を明確に解明している。
　　2）　Paton　on　Accountig，　edited　with　notes　by　Herbert　F．　Taggert　1964．　p．483，
　　3）　Ibid．，　p．539．
　　4）　これに関する論文は多くあるが、特にエクイティ側に鋭く言及しているものに森川八洲男教授の「米国
　　　　における初期の資本維持…論一ペイトソの所論を中心にして一」（明大『商学論叢』51巻5・6号）がある。
　　5）市村昭三教授著『資金会計の基本問題』森山書店、昭54，pp．19～38．
　　6）井上良二教授稿「ペイトン会計学における持続ど変化。特に資産評価基準の変遷をめぐって」（『商学論
　　　　纂』11巻6号）・P・113～耳4・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　』．
　　7）　岡部孝好教授棉「ペイ、トJlの時価償却論（下）」（関西大学『商学論隼』15巻！．号）p。19，20．
　‘8）Edwhrds　and　Bell，　Th6’Theory　and　Measurement　of　Business　Income，1961．　p．193，　p．『189．伏見
　　　　多美雄・藤森三男訳編『意思決定と利潤計算』日本生産性本部，昭39，p．161，　p．157～158．
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